
育てる１　笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）
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番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

①高校進学率 ％ ― 100 100 達成

②高校中退者数 人 ― 0 0 達成

2
健

康・
医療

健康
づく
り

新規
健康づ
くり推
進課

おたふくかぜ予防接
種事業

感染による難聴等の合併症を防ぐとともに、子育
て世代の経済的負担軽減を図るため、１歳児を対
象に、おたふくかぜ予防接種にかかる費用の一部
を助成します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ２
ネットワー
クの形成・
活動支援

・委託医療機関での予防接種
・委託医療機関以外での接種者に対する償還払い

1,329（千円）
①1歳児のおたふくかぜワクチン接
種率

％ 93(R2) 100 92.3 未達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

予防接種の実施によりお
たふくかぜの発症や合併
症の予防や、子育て世代
の経済的負担軽減を図る
ことができた。

委託外接種の手続きが煩
雑である

委託医療機関を拡大し、
手続きの簡素化を図る

①３歳６か月児の屈折検査実施率 ％ ― 100 93 未達成

②精密検査率(屈折検査の結果で要
精密検査になった幼児の医療機関へ
の受診率)

％ ― 100 100 達成

4
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

子ども家庭総合支援
拠点事業

支援が必要な妊産婦や18歳以下の子どもとその家
庭への支援を実施します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ２
ネットワー
クの形成・
活動支援

ＳＴＥＰ
３　ネッ
トワーク
の拡大

・子ども家庭支援全般に係る業務
・要支援児童、要保護児童、特定妊婦等への支援業務
・関係機関の連絡調整など、その他必要な支援業務
・職員配置：子ども家庭支援員　常時2名（保健師）
　　　　　　虐待対応専門員　　常時1名（社会福祉士）

0（千円）
①支援が必要な妊産婦から18歳以下
までの子どもと保護者を誰ひとり残
さず支援する

― ―

支援が必要な妊産婦
から18歳以下までの
子どもと保護者を誰
ひとり残さず支援す
る

支援が必要な妊
産婦から18歳以
下までの子ども
と保護者を誰ひ
とり残さず支援
した

達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

・支援が必要な妊産婦か
ら18歳以下までの子ども
と保護者を誰ひとり残さ
ず支援に繋げることがで
きた

・R6.4月に新設される子
ども家庭センター設置に
向けた事業の整理が必要

・子ども家庭センター設
置に向けた組織体制の見
直し

5
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

あやせ流つなぐ支援

福祉総務課で実施する食糧配付事業（フードリン
クあやせ）と連携を図り、母子保健や子ども家庭
総合支援拠点事業、自殺対策事業において物資支
援を行うことで、各家庭に対する支援や見守りを
進めます。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

ＳＴＥＰ
２　ネッ
トワーク
の形成・
活動支援

対象：支援を必要とする子ども・家庭
      ・特定妊婦　令和元年：105人（実数）
        児童虐待通告件数　令和元年：121件（延べ）
　　　・こころの健康相談 令和元年：24人（実数）
 　　　 こころの訪問相談 令和元年：8人（実数）

0（千円）
①支援を必要とする全ての子ども・
家庭を誰ひとり残さず支援する

― ―

支援を必要とする全
ての子ども・家庭を
誰ひとり残さず支援
する

支援が必要な家
庭へ物資支援と
見守りを行った

達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

・フードリンクと連携し
物資支援を行うことで、
支援を必要とする家庭や
子どもの支援や見守りを
行うことができた

なし
・引き続き支援が必要な
家庭や子どもに対し実施
していく

①児童扶養手当の一部支給者率 ％ 44(R3) 46

47
(受給者所得制
限超過による全
部支給停止を含
む）

達成

②養育費に関する相談率（相談員の
相談件数全体に対し養育費相談が占
める割合）

％ 2(R2) 4 7.45 達成

①コミュニケーション力講座の参加
者

人 14(R2) 40

26
コロナ禍のため
講座参加人数を
減らして実施し
た

達成

②非認知能力向上に向けたコミュニ
ケーションの家庭での実践率（講座
を受講した家庭での実践率）

％ ― 100 100 達成

8

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

継続
こども
未来課

子育て支援センター
運営経費

交流の場の提供、相談などによる育児不安の軽
減、地域の子育て活動団体などの支援を図るた
め、未就学児とその保護者を対象に、子育て支援
センターを運営します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

ＳＴＥＰ
２　ネッ
トワーク
の形成・
活動支援

未就学児とその保護者に対する子育て相談や情報提供、子
育てサークルの支援、地域育児センターや民生委員・児童
委員等と連携した子育て支援施策の実施
・子育て支援センター　市内3か所運営
・移動サロン
・各種育児講座

4,482（千円）
①子育て支援センター(サロン事
業）の利用者

組 11,705(R1) 12,000 3,926 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

コロナ禍で育児不安を抱
える親子への支援と子育
て活動団体への講習会や
遊びの提供などの支援を
実施した

地域の子育て支援団体が
減少している
コロナ禍で支援センター
を知らない親子がいる

引き続き、子育て中の親
子や子育て団体への支援
を実施するとともに、健
康づくり推進課の協力を
得て、育児不安がある保
護者への支援を実施して
いく

9

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

継続
こども
未来課

高等職業訓練促進給
付金支給事業

ひとり親家庭の父または母が就労し、安定的な収
入を得て自立することを支援するため、訓練中の
生活費を支援する高等職業訓練促進給付金を支給
します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

高等職業訓練促進給付金を支給事業の実施
・事前相談
・申請→審査→支給

7,335（千円） ①児童扶養手当の一部支給率 ％ 44(R2) 46

47
(受給者所得制
限超過による全
部支給停止を含
む）

達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

児童扶養手当の申請時や
現況時にチラシの配布す
ることで制度を必要とし
ている方へ十分な周知を
行なうことができた。

不安定な収入のひとり親
家庭に向け、更なる周知
を行うとともに、制度を
利用したひとり親世帯が
経済的に自立できるよ
う、十分な支援を行うこ

引き続き事業周知を図る
とともに、ひとり親家庭
の父・母が安定的な収入
を得て生活ができるよう
支援を行う。

10

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

継続
こども
未来課

にこにこ・しあわせ
子育て商品券の支給

子育て世帯を経済的に支援するため、子育て用品
購入費助成事業、紙おむつ等支給事業を見直し、
新たに満1歳の誕生日を迎えるまでの子どものい
る世帯に対し「子育て商品券」を支給します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・対象：1歳未満の子（転入者も含む）
・助成金額：第1子　20,000円　　第2子　40,000円
・支給回数：対象の子1人につき1回
・アンケート調査（効果測定・随時）
※5か年事業として、6年度に内容分析、見直し案作成

16,994（千円） ①対象となる出生・転入者の申請率 ％ ― 100 100 達成

Ａ 大きな効果が
あり、今後も更な
る効果が見込める
ことから拡充する

出生時から１歳未満の児
童のいる世帯に商品券を
支給することにより、子
育て世帯に対する経済的
な支援を効率的に行うこ
とができた。

市内の加盟店が少ないた
め、大型店舗を含め、加
盟店の拡充が必要であ
る。（本事業から切り替
えの「出産・子育て応援
ギフト」においても同じ

―
令和４年度をもって事業廃
止（国の出産・子育て応援
ギフトの事業開始による）

①待機児童数 人 15(R3) 0 6 未達成

②保育士の新規雇用人数 人 16(R2) 8 30 達成

12

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規 保育課
保育士雇用環境改善
事業

幼児一人ひとりの特性に応じたきめ細やかな保育
の実施に、基準以上の保育士を配置している施設
の労働環境の改善を促すため、保育士雇用に要す
る経費の一部を助成します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・補助制度を周知するとともに労働環境の改善を図る
・補助金の交付

44,974（千円） ①補助対象の保育士数 人 0(R3) 11 15 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

基準以上の保育士を配置
している施設の労働環境
の改善を図ることができ
た。

なし
予算を確保して、着実に
事業を実施していく。

13

子ど
も・
子育
て

保育
環境

継続 保育課 病児保育事業

保護者が子育てと仕事の両立が出来る環境を整備
するため、子どもが病気により保育所や小学校な
どに通うことが出来ない場合に、常勤の看護師と
保育士がいる専用の保育室で、子どもを一時的に
預かります。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・病児保育事業を周知する
・非対面・非接触による
　利用申請の推進

16,671（千円） ①病児保育室の開所日数 日 243(R2) 242 242 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

病気の子どもを預かるこ
とで保護者が子育てと仕
事の両立が出来る環境を
整備した。

利用のための事前登録の
件数を増やす必要があ
る。

事前登録の件数を増やす
ため、さらなる周知方法
の検討と電子申請などで
登録ができるように調整
を進めていく。

14

子ど
も・
子育
て

保育
環境

継続 保育課
保育士奨学金返済補
助事業

保育士人材の確保、定着及び離職防止を図るた
め、奨学金を利用して保育士の資格を取得し、市
内保育施設に就職した方に対し、奨学金の返済費
用の一部を助成します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・補助制度の周知
・補助金の交付

797（千円）
①補助制度を利用して新規に雇用さ
れた保育士数

人 3(R3) 5 6 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

保育士人材の確保、定着
及び離職防止を図ること
ができた。

なし
予算を確保して、着実に
事業を実施していく。

15

子ど
も・
子育
て

保育
環境

継続 保育課 待機児童の解消
国からの給付費の単価減少分を補てんする補助を
実施し、既存保育所等の定員等の拡大を促進しま
す。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

・定員増加数：10人 42,704（千円） ①待機児童数 人 15(R3) 0 6 未達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

令和4年度は新たに定員
を増やした保育所は無
かったが、すでに実施し
てる3園に対して補助を
実施している。

保育士を確保することが
できないことから既存保
育所の定員増を図ること
ができない。

保育士の雇用を促進する
とともに、離職防止を図
ることで既存保育所の定
員増を図る。

10（66％）

5（33％）

　事業に参加して卒業し
た高校生も対象としてい
るが、高校生の参加率は
27％（59人中16人）と
なっており、低い状況。

健診未受診児の受検

養育費に係る公正証書等
の作成に係る経費の助成
については、利用する方
が増えてきているもの
の、養育費保証契約締結
時の初回保証料の助成に
ついては、まだ実績がな
く、今後の支援の中での
活用が必要。

講座に参加できる人数が
限られている

保育士数が増加したもの
の、待機児童を０にする
ことができていない。

事業数 15

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

非認知能力の
向上支援

ＳＴＥＰ１
取り組みの

普及
戦略育1

子ど
も・
子育
て

こども
未来課

子育
て支
援

14,796（千円）

拡充

戦略PJ取り組みの展開
１

・開催場所　3か所
・定員　45人
・開催回数　各週2回
・高校生に対する講師を新たに配置　3か所各週2回1人配置

福祉総
務課

健
康・
医療

健康
づく
り

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

こども
未来課

・専門相談員の配置
・公正証書作成等の経費助成
・養育費保証契約締結時の初回保証料助成

新規

養育費確保支援事業
（ひとり親総合支援
事業）

ひとり親の子どもが経済面で貧困状態に陥らない
ようにするため、専門相談員により、離婚後も子
どもたちが生活に困窮することなく生活するため
の相談、情報提供や手続き支援を行います。ま
た、経済的支援としては、公正証書作成や調停に
かかる経費の助成、養育費保証契約締結時の初回
保証料を助成します。

健康づ
くり推
進課

戦略育1

地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

地域の子育て
ネットワーク

形成

ＳＴＥＰ１
ネットワー
クの地盤形

成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　参加した中学生全員が
高校進学する事ができ
た。保護者からは、勉強
する習慣がついた、勉強
への意欲が出た等の声を
頂いている。

  継続して事業を実施
し、卒業した高校生へ
は、チラシの配付や電話
連絡等を行い、高校進学
後も事業参加の呼びかけ
を継続する。

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

・非認知能力向上に向けた小冊子の作成
・１歳６か月児健診での小冊子配布
・コミュニケーション力講座
・コミュニケーション力伝道師による伝授活動

1

生活困窮世帯の中学生を対象に、学習支援事業を
実施するとともに、進学した高校生を対象に、通
学状況の確認と教室で学習や相談を受ける学習支
援講師を配置します。

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

生活困窮世帯の高校
生に対する学習支援
の拡充

福祉
社会
保障

継続

Ａ 大きな効果が
あり、今後も更な
る効果が見込める
ことから拡充する

・屈折検査の導入により
弱視の主な原因である乱
視等の疑いがある場合
に、速やかに医療機関に
つなげることができた。

健診未受診児に対し、検
査の必要性等について通
知や訪問で周知・啓発し
ていく

・３歳６か月児健診受診者に対し、屈折検査を実施。
・また、機器導入前に健診を受けた方で、検査を希望する
方へ検査日を設けて実施。

1,287（千円）

6

ＳＴＥＰ２
ネットワー
クの形成・
活動支援

弱視の原因となる遠視や乱視などの早期発見、早
期治療に繋げるため、３歳６か月児健診の視覚検
査に、屈折検査機を導入します。

３歳６か月児健診屈
折検査事業

戦略育1
地域の子育て
ネットワーク

形成

子ど
も・
子育
て

子育
て支
援

新規

3

引き続き、保育士の雇用
促進を図る。

児童扶養手当の申請時や
現況時にチラシの配布す
ることで周知を行ない、
養育費の確保に向けた支
援につなげることができ
た。

引き続き、事業周知を図
るとともに、離婚後も子
どもたちが生活に困窮す
ることなく生活できるよ
う、養育費の確保に向け
た支援を実施する。

234（千円）

引き続き、講座の周知を
図るとともに、コロナ禍
で減らしていた参加人数
を戻し、１人でも多くの
方に参加してもらうこと
で、受講者のを増やし、
伝道活動へとつなげてい
く

8,080（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

新規採用の保育士数が目
標値を大きく上回り、保
育士の雇用促進につな
がった。

128（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

小冊子からリーフレット
への変更となり、１歳６
か月向けだけではなく、
３歳６か月向けのリーフ
レットも作成し、大切な
時期に年齢に合わせた周
知を行うことができた
受講した方に伝道活動を
行ってもらった

育てる１　笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向における「地域の子育てネットワーク形成」に紐づく事業の実施により、支援を必要としている子どもや妊産婦、ひとり親家庭の父母に対する精
神面、経済面の支援ができていることから、安心して子育てできる環境が整ってきており、「STEP１ネットワークの基盤形成」は順調に進んでいる。待機児童の解
消に至ってはいないが、保育士の新規雇用が厳しい状況の中で、待機児童数を年々減少させることに成功している。引き続き幅広い保育士の雇用促進（市内だけで
なく市外からの確保や潜在保育士の確保等）を検討すること。
・「非認知能力の向上支援」に紐づく事業の実施により、「生きる力」を身に付けられる子育て環境が整ってきており、「STEP1 取り組みの普及」は順調に進んで
いる。引き続き作成したリーフレットや動画を有効活用し、講座の参加をためらう世帯への働きかけも検討すること。

11

子ど
も・
子育
て

保育
環境

新規 保育士確保対策事業
待機児童の解消に向けて保育士の雇用促進を図る
ため、保育士雇用に要する経費の一部を助成しま
す。

戦略育1
・補助制度を周知するとともに保育士雇用を促す
・補助金の交付

保育課

7 非認知能力向上

コミュニケーション力向上と非認知能力の周知を
図るため、コミュニケーション力講座の開催に加
え、非認知能力に関する小冊子を作成し、１歳６
か月児健診時に配布します。



育てる２　外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくりプロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1

コ
ミュ
ニ
ティ

多文
化共
生

新規
市民活
動推進
課

外国人市民ウェルカ
ムパックの配付

外国人市民と日本人市民が地域の一員として共に
安心・快適に暮らせる環境を整えていくため、日
本や綾瀬市での生活ルールや暮らしの情報を多言
語に翻訳した生活ガイドブック「あやせウェルカ
ムパック」を配付します。

戦略育2
多文化共生の

促進
ＳＴＥＰ１
意識啓発

・転入や市内転居時の手続きで来庁する外国人市民（約６
００世帯）に対し、多言語版生活ガイドブックを配付

1,694（千円）
①多言語版生活ガイドブック配付数
（年間）

世帯 ― 600 300 未達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

市ホームぺージのリニューアル
のため発行時期が3月となった
が、市内小中学校の外国籍児童
生徒への配布を行うことができ
た。

既に市内に住んでいる外国
人市民へ周知及び配布する
手段を検討する必要があ
る。

広報やホームページ、あやせトゥデ
イなど本冊子を必要とする外国人市
民や支援者に周知を図る。

R4の目標世帯数を年間の転
入・転居世帯数である600世
帯としたがR4は完成後の9月
から配布開始となるため、目
標を300世帯とすべきであっ
た。

2

コ
ミュ
ニ
ティ

多文
化共
生

拡充
市民活
動推進
課

外国人市民のための
一元的情報提供・相
談窓口の設置

言葉の壁による情報格差を解消し、外国人市民の
生活の自立支援を行うため、一元的な情報提供・
相談窓口を設置します。

戦略育2
外国人市民へ
の行政サービ

スの充実

ＳＴＥＰ１
行政サービ
ス体制の拡

充

・行政通訳員の配置
・テレビ通訳・機械翻訳システムの配備
・外国人市民専用ダイヤルの設置
・行政情報の多言語化
・多文化共生に関する情報提供・相談支援

7,141（千円）
①一元的窓口の利用により必要な情
報や支援を得ることができた外国人
市民数（年間）

件

53（R2行
政通訳員
通訳実
績）

89 287 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

窓口と電話で常時対応できる通
訳サービスを整備したことで通
訳及び相談件数が大幅に増え,
また迅速な支援ができた。

市役所に常設の通訳サービ
スがあることをより多くの
外国人市民に周知する必要
がある。

広報やホームページ、あやせトゥデ
イなどでより多くの外国人市民に周
知するとともに、連携機関を増やし
相談機能を強化していく。

3

コ
ミュ
ニ
ティ

多文
化共
生

継続
市民活
動推進
課

日本語等の学習支援

外国人市民が地域コミュニティの一員として自立
し、共に安心・快適に暮らしていくため、生活に
最低限必要な日本語や日本社会に関する学習及び
日本人市民との交流の場である市民ボランティア
による日本語教室の運営を支援します。

戦略育2
多文化共生の

促進

ＳＴＥＰ２
活動の展開

支援

・各教室への開催経費の補助
・教室の会場確保（交響詩施設に限る）
・教材の提供
・講師人材確保支援（養成研修の開催等）
・教室同士の連携促進

751（千円）
①日本語教室に参加する学習者数
（延べ人数）

人
1,785
（R2）

1,875 3,460 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

コロナの収束と共に日本語を学
習する外国人市民が増え、共生
の促進が図られた。

日本語教室の講師が不足し
ている教室がある。

開催場所の確保や財政支援に加え、
講師募集など教室の運営継続のため
の支援をしていく。

4

コ
ミュ
ニ
ティ

多文
化共
生

継続
市民活
動推進
課

あやせ国際フェス
ティバル

市内に居住する外国人市民と日本人市民との文
化・生活習慣などの相互理解及び交流促進のた
め、あやせ国際フェスティバルを開催します。

戦略育2
多文化共生の

促進

ＳＴＥＰ２
活動の展開

支援

・事務局としてフェスティバルの運営
・実施費用の補助

57（千円）
①フェスティバル参加により、交流
を図ることのできた外国人市民数

人 800（H30) 900 1000 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

日本人市民にとって普段知るこ
とのない外国人市民の母国の文
化などに触れる機会となった。

多文化共生の促進のために
は関心の薄い層の集客を図
る必要がある。

集客力のある企画等で多文化共生に
関心の薄い層の集客を図っていく。

４（７５％）

１（２５％）

戦略PJ取り
組みの展開

１

事業数 4

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

育てる２　外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくりプロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向における「外国人市民への行政サービスの充実」に紐づく事業の実施により、外国人に配慮した情報発信や窓口対応の仕組みづくりが
なされており、多言語ICTツールも庁内の各部署において活用が進んでいることから、「STEP1行政サービス体制の拡充」は順調に進んでいる。
・「多文化共生の促進」は、多言語の生活ガイドブック配布により「STEP1意識啓発」がなされている。また、日本語に関する学習及び日本人市民との交
流の場である日本語教室の運営や、外国人市民と日本人市民との文化などの相互理解及び交流促進のためにあやせ国際フェスティバルを開催することに
よって、交流の場の創出や多文化共生活動の展開ができており、「STEP2活動の展開支援」は順調に進んでいる。
・「外国人市民等の活躍の支援」は、地域の一員として共に安心して生活していくために、外国人市民の中でも特に孤立しがちな母親とその子ども達が
地域とつながれるよう、外国人市民が地域の担い手となれるような支援策を検討すること。



育てる３　未来を支える地域コミュニティの仕組みづくりプロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1

コ
ミュ
ニ
ティ

コ
ミュ
ニ
ティ
づく
り

拡充
市民活
動推進
課

あやせ大納涼祭

人と人との交流機会の創出、地域への愛着醸成を
目指すため、会場を変更しリニューアルしたあや
せ大納涼祭を開催します。これまで同日開催をし
ていた商工会青年部花火大会の同規模開催が困難
となりますが、更なる地域コミュニティの活性化
を目指し、体験コーナーや市民団体ＰＲブースの
設置をするなど、内容の充実を図ります。

戦略育3
多様な市民活
動の仕組みづ

くり

ＳＴＥＰ１
仕組みの構

築

・補助金の交付
・イベントの準備、開催

8,678（千円）
①あやせ大納涼祭への来
場者数

人
23,000(R1

)
10,000 15,000 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　目標よりも多くの参加者があ
り、神輿・盆踊り等を通じて地
域への愛着が醸成されるととも
に、市民活動団体ブースの出展
により市民活動団体のＰＲにつ
ながった。

　会場周辺から会場で
ある多目的フィールド
内への誘客する必要が
ある。

　あやせ大納涼祭実行委
員会の中で、課題につい
て整理をし、さらなる充
実を目指す。

2

コ
ミュ
ニ
ティ

コ
ミュ
ニ
ティ
づく
り

継続
市民活
動推進
課

市民活動応援補助金
（きらめき補助金）

市民活動団体の育成及び市民活動の活性化を図る
ため、地域社会に有益で公共性の高い事業を実施
する団体に対し、事業にかかる費用の一部を助成
します。

戦略育3
市民活動団体
等の一層の活

性化

ＳＴＥＰ１
活動・立ち
上げ支援

・企画書の募集
・実施団体の選考
・交付団体への補助

529（千円）
①きらめき補助金交付団
体の活動継続率

% 70(R3) 71 71 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　社会的課題に取り組む市民活
動に対しその費用の一部を助成
することで、市民活動の活性化
につながった。

　応募団体の減少及び
制度の周知する必要が
ある。

　市民活動推進委員会に
おいて、審査方法や募集
方法等、今後の実施方法
について検討する。

①市民活動センターあや
せ年間利用者数

人 4,959(R2) 6,500 4,332 未達成

②市民活動センターあや
せ登録団体数

団体 155(R2) 158 167 達成

4

コ
ミュ
ニ
ティ

コ
ミュ
ニ
ティ
づく
り

継続
市民活
動推進
課

市民協働事業

市民活動を行うものと、市民、事業者及び市が良
きパートナーとして協力し合う、市民協働事業に
よる真に豊かで魅力と活力あふれる地域社会の実
現に寄与します。

戦略育3
市民活動団体
等の一層の活

性化

ＳＴＥＰ２
共創の場づ

くり

・市民活動推進委員会の開催
・市長報告会の実施
・市民協働事業審査委員会の開催
・市民協働事業研修会

75(千円)
①これまでの協働事業の
実施件数

件 ― 41 41 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　1団体の事業実施を行い市民
協働による光綾公園バラ開園に
むけて市民のバラ熱を高めるこ
とが出来た。

事業数が少ないこと及
び制度の周知する必要
がある。

庁内研修として市民協働
事業研修会を行うととも
に、担当課が予算確保を
しやすいように審査過程
の見直しを行う。

5

コ
ミュ
ニ
ティ

コ
ミュ
ニ
ティ
づく
り

継続
市民活
動推進
課

自治会ホームページ
作成経費に対する補
助事業

新型コロナウイルス感染症等の感染症拡大時に、
会議等の対面での自治会活動の実施が困難になっ
た場合の対策、及び自治会独自にホームページ等
を作成するなど新たな情報共有手段を活用し、回
覧板の代用等の負担軽減を図り、将来にわたり活
用していきます。

戦略育3
自治会機能の
強化・充実

ＳＴＥＰ１
負担の軽減

・開設済の自治会による効果検証
・未開設自治会へのフィードバック、開設検討
・新規開設希望自治会への補助

0（千円）
①ホームページへのアク
セス件数（新たな情報提
供手段としての効果）

件 0(R3) 8,200 - 未達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　2自治会で新たな情報共有手
段として、ホームページを作成
し運用を開始した。

ホームページ運用体制
をはじめとする自治会
内での人材の確保する
必要がある。

ホームページ作成につい
て自治会のサポートを行
うとともに、自治会長連
絡協議会において、新た
な情報共有手段の活用に
ついて検討をする。

6
生涯
学習

生涯
学習

新規
生涯学
習課

地域学校協働活動推
進員の配置

地域全体で子どもたちの学びや成長を支え、学校
を核とした地域づくりを図るため、地域学校協働
活動の推進に向け、各小中学校に地域学校協働活
動推進員を配置します。

戦略育3
多様な市民活
動の仕組みづ

くり

ＳＴＥＰ１
仕組みの構

築

・学校運営協議会への参加
・地域学校協働活動の推進に向けた活動の実施

1242（千円）
①地域学校協働活動推進
員の人材育成（講座の開
催回数）

回 ― 3 3 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

目標回数の講座が実施でき、地
域学校協働活動推進員へ地域学
校協働活動事業の周知ができ
た。

地域学校協働活動推進
員の活動実績におい
て、差がある。

引き続き、地域学校協働
活動推進員が集まる機会
を提供し、本事業の周知
の継続と、地域学校協働
活動推進員同士が、地域
の課題解決に向けた話し
合いができる場を提供し
ていく。

４（６６．６％）

２（３３．３％）

事業数 6

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

育てる３　未来を支える地域コミュニティの仕組みづくりプロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向における「自治(会)機能の強化・充実」については、地域の実情に応じて、自治会ホームページやＬＩＮＥ開設に対する支
援を継続して実施すること。また、効果をはかるために、ホームページへのアクセス件数を把握すること。
・「STEP1　負担の軽減」については、令和5年度以降にごみ収集ネットボックス購入費への補助や、カゴ出しや分別指導の委託を行う予定と
なっているが、更に達成度を高めるため、自治会の担い手育成や発掘、地域理解の促進を進めるとともに、役員等の在り方について整理する
等、新たな負担軽減に向けて検討し、地域の持続性の維持・向上に繋げること。
・「市民活動団体等の一層の活性化」及び「多様な市民活動の仕組みづくり」については、令和5年度に実施した市民活動団体へのアンケート
結果を参考に、自主財源や人材の確保に向け、新たな支援事業を検討すること。住民主体の自立型地域社会を再構築するため、自治会等地域
が抱える課題と、それに取り組む人・団体のマッチングを行う仕組みづくりを進めること。

コ
ミュ
ニ

ティ

コ
ミュ
ニ

ティ
づく
り

3 継続
市民活
動推進
課

市民活動センターあ
やせ

戦略PJ取り
組みの展開

１

市民活動・地域活動が活発に行われる環境を整備
し、市民活動団体に対し情報提供や研修、団体運
営の活動相談などの支援を行うため、市民活動セ
ンターあやせを設置、運営します。

戦略育3
新型コロナウイルス感
染症による利用者の減
少傾向にある。

多様な市民活
動の仕組みづ

くり

ＳＴＥＰ１
仕組みの構

築
・市民活動センターあやせの管理、運営業務の委託 6811（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　機器の利用件数・登録団体数
は増加による、市民活動の充実
が図られた。

新型コロナウイルス感染
症下で規模縮小していた
セミナー等の規模や開催
方法を見直すとともに市
民活動団体の市民への周
知を行っていく。



育てる４　特色ある公園活用プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1
都市
環境

公園 継続
みどり
公園課

光綾公園の特色を生か
した魅力ある公園づく
り

市の花バラを主軸とし、人を引き寄せる魅力ある
公園としてリニューアルをするとともに光綾公園
の老朽化した施設を改修し、公園施設の充実を図
ります。

戦略育4
人を引き寄せ
る魅力ある公

園づくり

ＳＴＥＰ１
光綾公園の
整備・蟹ヶ
谷公園の活

用

・多目的球場及び駐車場の整備
・バラ園及び管理棟整備工事

385,883（千円） ①光綾公園再整備の進捗率 ％ 26.7(R3) 60 60 達成

Ｂ 相当程度の効果
があり、今後も効
果が見込まれるこ
とから継続する

　改修工事完成が6年度
末のため現在での効果・
成果の検証ができない。

　労務単価や資材高騰な
どによる設計変更や関連
工事間の調整など、影響
を最小限に抑える必要が
ある。

　引続き整備を行いＲ６.
５月のローズガーデンのリ
ニューアルオープンを目指
す。

①移動販売車導入事業公園数 件 3(R3) 2 0 未達成

②移動販売車利用者数 人 3,600(R3) 2,200 0 未達成

１（５０％）

１（５０％）

　出店事業者に主体的に
取り組んでもらうための
理解や他の市内商業者へ
の理解を得ることが課題
となっている。

2 ―

　3年度に実証実験、4年
度に検証。結果、公園内
における移動販売車は
ニーズが高く、また、
キッチンカー事業者によ
り、あやせフードトラッ
ク協会を立上げることも
できた。

　課題解決に向けた調整を
進め、行政主体の取組みで
はなく、団体などがイベン
トで公園を利用する際、移
動販売車の導入ができるよ
う仕組みづくりを進める。

事業未実施のた
め、「－」とし
ている。

戦略育4
人を引き寄せ
る魅力ある公

園づくり

ＳＴＥＰ１
光綾公園の
整備・蟹ヶ
谷公園の活

用

都市
環境

公園 継続
公園内カフェ、キッチ
ンカー等の誘致

公園のにぎわいと魅力の創出を図るため、公園内
のオープンスペースを活用し、綾瀬スポーツ公
園、城山公園、風車公園において、移動販売車に
よる飲食販売の検証を行った結果を踏まえ、綾瀬
スポーツ公園、城山公園、光綾公園において本格
導入を行います。

みどり
公園課

戦略PJ取り
組みの展開

１

・本格導入実施 0（千円）

事業数 2

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

育てる４　特色ある公園活用プロジェクト　企画課評価

・令和６年度の光綾公園再整備完了・ローズガーデンのリニューアルオープンに向けた整備が進んでおり、蟹ヶ谷公園での桜の植栽も完了しているため、
取り組みの方向「人を引き寄せる魅力ある公園づくり」の「STEP1 光綾公園の整備・蟹ヶ谷公園の活用」については、順調に進んでいる。「STEP2 光綾公
園・城山公園の活用」の実現に向けて、令和３年度よりキッチンカーの実証実験が行われたが、事業者や露天商主体での実施に向けた仕組みづくりを構築
する必要があることから、やや遅れているため、綾瀬市の公園で実施することのメリット等をしっかりと説明するとともに、実施に向けた調整も進め、令
和６年度での本格稼働を目指し取り組むこと。また、「STEP3 光綾公園、蟹ヶ谷公園、城山公園の活用」の着手に向けて、ローズガーデンを活用したイベ
ント等のソフト事業や城山公園の歴史等を生かした事業の検討も各関連課と連携して進めること。



育てる５　目久尻川流域の歴史文化形成プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②
(R4)

実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

①目久尻川文化ゾーン構想推進協議
会への寺社等団体の参画数

団体 10(R3) 11 11 達成

②文化財等説明板の新規設置個所数 箇所 2(R3) 2 4 達成

③自主事業実施団体数 団体 1(R3) 1 2 達成

０（０％）

１（１００％）

1
地域住民が誇
ることのでき
る郷土づくり

ＳＴＥＰ１
地域のおけ
る意識の醸

成

生涯
学習

文化
財の
保護
活用

継続
目久尻川文化ゾーン
構想の推進

郷土愛の醸成と地域住民が誇るこ
とができる郷土づくりを進め、地
域の活性化と交流促進につなげる
ため、目久尻川流域の歴史文化や
自然あふれる原風景などの資源を
最大限に生かした事業を展開しま
す。

生涯学
習課

戦略育5

戦略PJ取り
組みの展開
１

育てる５　目久尻川流域の歴史文化形成プロジェクト　企画課評価

・推進協議会開催（年2回）
・文化財説明板設置
・目久尻川流域の歴史文化資源の調査・ＰＲ
・歴史文化ゾーン関連自主事業の支援

2,332（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

目久尻川流域に説明板や
誘導表示を設置したこと
で、現地で分かりやすく
なった。また、自主事業
を開催したことで、関係
寺社や団体が事業への意
識の向上につながった。

　令和５年度から８年度
までの４年間を「イメー
ジアップと魅力発信期」
と位置付けており、地域
の諸組織、団体、学校教
育関係者等と連携・協働
しながら歴史文化資源の
保存、継承、活用に関わ
る仕組みづくりに取り組
んでいく。

五社神社で行ったイベン
トのアンケート結果、
100％の方が大変良かっ
たか良かったとの評価を
いただいたが、今後も継
続した団体等が中心とし
た自主事業ができるかが
課題と考えられる。

事業数 1

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

・取り組みの方向性「地域住民が誇ることのできる郷土づくり」は、文化財説明板設置により、歴史的資源の価値や魅力が伝わりやすくなっており、市
民活動団体の自主的な活動の支援にも繋がっているほか、アプリ等を活用した事業の実施により、多世代へのアプローチが出来ており、「STEP1地域にお
ける意識の醸成」が順調に進められている。引き続き、地域組織・団体が自主的な活動を継続していけるよう、支援を行うとともに意識啓発を行ってい
ただきたい。
・「あやせ目久尻川歴史文化ゾーンの整備・展開」は、目久尻川周辺に位置する公園へ、文化財を紹介する看板を設置したことにより、文化財と公園の
結び付けが行われているほか、道路へ誘導表示の設置を進めることで回遊性の向上に取り組まれている。
また、目久尻川歴史文化ゾーンに関連する団体の自主事業が予定されており、魅力の発信も進められている。今後は、ハード整備の方向性や魅力ある交
流空間の創出に向けた協議を関係各所と連携して進めること。



稼ぐ１　道の駅から始まる綾瀬市活性化プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1
土地
利用

総合
的土
地利
用

継続
道の駅
整備推
進室

道の駅の整備

地場農畜産物や加工品の販売促進による地域振
興、市の情報発信、道路利用者へのトイレ、案内
所や駐車場等の快適な交通環境の提供を担う「道
の駅」の整備に引き続き取組みます。

戦略稼1
魅力的な道の

駅の整備

ＳＴＥＰ１
整備・仕組
みづくり

・基本計画（案）の作成 4,334（千円） ①事業進捗度 ― ―
事業計画の見直
し

・基本計画
（案）の作成
・予定地決定、
公表

達成

Ｂ 相当程度の効果
があり、今後も効
果が見込まれるこ
とから継続する

市民、市内事業者へアン
ケートやヒアリングを実
施し、道の駅のニーズや
求められている機能の把
握とともに多くの意見を
頂いた。基本計画（案）
の作成では、これらの意
見を踏まえ、整備に向け
た基本的な方向性を整理
したほか、事業予定地を
公表するなど、一定の成
果が得られた。

引き続き、市内農商工関
係団体とは事業進捗に合
わせてヒアリングを実施
するほか、関係機関協議
等に必要な基礎資料の収
集や各法令手続きの内容
を整理する必要がある。

事業予定地の地質調査等を
実施し、各法令に基づく手
続きへの整理・準備等を行
い事業促進を図るほか、並
行して市内農商工関係団体
へヒアリングを実施する。

1（１００％）

０（０％）

戦略PJ取り
組みの展開

１

事業数 1

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

稼ぐ１　道の駅から始まる綾瀬市活性化プロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「魅力的な道の駅の整備」の「STEP1 整備・仕組みづくり」を着実に進めるための準備段階として、基本計画（案）の作
成、予定地の決定を行った状態であるため、今後も引き続き市民に対して丁寧な説明に努めること。
・また、道の駅は市の産業、魅力の発信の場ともなるため、農商工関連団体を含め、各関係機関との関係性づくりを進めるほか、アンケー
ト・ヒアリング結果を踏まえ、「STEP2 にぎわいの強化」と「道の駅を拠点とした地域振興の仕組みづくり」の「STEP1 整備・仕組みづく
り」にも着手できる準備を進め、道の駅をどのような施設、どのように活用していくかをしっかりと協議すること。



稼ぐ２　あやせ工場プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

取り組みの
方向２

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

①モデルケースの創出数①自動化・
省人化

社 2(R3) 2 2 達成

②モデルケースの創出数デジタル化 社 2(R3) 2 2 達成

①生産性の向上のための改善活動に
着手した企業数

社 2(R2) 2 2 達成

②社会的価値の向上に取り組んだ企
業数

社 2(R2) 2 0 未達成

①登録企業数 件 157(R3) 200 200 達成

②登録企業への情報発信件数 件 ― 24 26 達成

①参加企業の満足度
参加者の社会人としての成長度合い

％ ― 70 70 達成

②参加企業の満足度
次年度以降の参加希望率

％ ― 70 70 達成

①企業における技能者への評価 ％ ― 70 70 達成

①技術的課題の改善に繋がった参加
者の割合

％ ― 70 70 達成

①一般消費者向け製品の受注数（月
平均）

点 78(R3) 80 80 達成

②一般消費者向けに開発した製品数 点 22(R3) 24 33 達成

①工場見学・体験イベントへの参加
企業数

社 24(R3) 26 37 達成

②来場者満足度 ％ 73(R1) 75 97 達成

6（86％）

1（14％）

稼ぐ２　あやせ工場プロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「技術力の向上に向けた支援」は、紐づく事業の実施により、「STEP1新たな事業展開への支援」「STEP2企業間連携の支援」が順調に進んでいる。社会的価値の向上に意識の低い企業に
対しては引き続き啓発を行っていただきたい。また、あやせ工場スマートナビを有効活用するため、効果的な情報発信に取り組んでいただきたい。
・「「ものづくりのまち綾瀬」のブランド化促進」は、紐づく事業の実施により、BtoC（企業から一般消費者向けの）商品の開発・販売、あやせ工場オープンファクトリーの開催を通して一般消費者に向
けたPRが行われており、「STEP1展開の強化」が進めれられている。ブランドの普及・定着に向けた取組を進めていただきたい。
・「担い手づくりへの支援」は、紐づく事業の実施により、「STEP1育成への支援」が順調に進んでいる。若手技術者への研修や工匠塾については必要に応じて内容を見直しながら「STEP2活躍への支援」
につながるよう取り組みを進めていただきたい。

事業数 7

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

工業振
興企業
誘致課

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

　生産性を高めるための
改善活動への着手や作業
の効率化と人員の適正配
置を目的とした自動化の
検討に繋がった企業があ
る。
　また、継続コンサル
ティングを実施したこと
で、次世代経営者の育成
に繋げることができた。

・綾瀬工業団地内の企業のほか、市内の他団体の企業が出
展ブースを設け参加する工場見学、体験イベントを支援

・「溶接」「板金」技能を学ぶ工匠塾を開催

500（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　一般来場者へ、地域産
業への理解の促進に繋
がったほか、市内の企業
間取引にも発展した。

　来場者が参加企業をあ
る程度満遍なく訪問でき
る仕組みを実行委員会等
と検討する。
　ポスティング、地域情
報誌（タウンニュース）
の活用、サイトの管理・
運営委託など役割を分担
させ実行委員会や行政の
負担軽減を図る。

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

4,000（千円）

　一般の方への訴求力の
高いBtoC（消費者直接取
引）製品の開発及びPRを
行う事で、綾瀬市の技術
力やものづくりの魅力の
周知に繋がった。

　マルシェ等への出展、
WEB戦略を進めることで直
販体制の強化を行う。

264（千円）

　参加者や派遣企業から
のアンケート結果から技
術力の向上や基礎知識の
会得により、自信がつ
き、製品の品質の向上に
も繋がったとの評価を得
た。また、参加者同士の
交流もあり企業間の繋が
りを築くことができた。

　「溶接」は大きな課題
はないが「精密板金」は
講習内容について座学と
実技のバランス、実技の
難易度について見直しを
図る必要がある。

7 工業
工業
振興

継続

一般の方を対象に市内企業で組織された団体等が
実施する工場見学や体験等の事業を支援すること
で、ものづくりへの理解を深める機会を創出しま
す。

戦略稼2

「ものづくり
のまち綾瀬」
のブランド化

促進

ＳＴＥＰ１
展開の強化

あやせ工場オープン
ファクトリー補助金

6 工業
工業
振興

継続
綾瀬ブランド新商品
開発支援事業

市内企業の技術力や扱う素材を活かし、デザイン
も取り入れ、調理器具や生活雑貨などの一般消費
者向けの製品を開発することで、下請けから脱却
するとともに、ものづくりの魅力を広く発信しま
す。

戦略稼2

「ものづくり
のまち綾瀬」
のブランド化

促進

ＳＴＥＰ２
ブランドの
普及・定着

工業
ＳＴＥＰ１
育成への支

援

ＳＴＥＰ
２活躍へ
の支援

・市内企業で組織された一般消費者向け製品を開発する団
体を支援

工業振
興企業
誘致課

工業振
興企業
誘致課

4

5
工業
振興

継続
あやせ工場技能継承
事業（あやせ工匠
塾）

市内企業に多い「溶接」と「板金」に従事する従
業員がそれぞれの技術に長けた匠から直接、技術
的指導を受け、効率的に技術力を高めることで、
技能と事業双方の継承を図ります。

戦略稼2
担い手づくり

への支援

工業
工業
振興

継続
若手技術者ネット
ワーク構築事業

工業振
興企業
誘致課

毎年４月に市内企業に入社した新入社員を一同に
集め開催する合同入社式や社会人としてのマナー
などを学ぶ合同研修を通じて、同期・仲間意識の
醸成を図ります。

戦略稼2
担い手づくり

への支援

戦略稼2

1,800（千円）

　特に「精密板金」につ
いては、改めて講師と調
整を図り、板金ならでは
の特性に対応するための
カリキュラムの検討を行
い事業を実施する。

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　グループワークを主体
とした研修のほか、イノ
ベーション推進委員の企
業を訪問し自社で取り組
める改善事項を提案する
取り組みを新たに加えた
ことで参加者間の繋がり
を構築することができ
た。

　最大の目的である同期
意識を高めるために、中
止していた宿泊研修を再
開する。
　また、研修期間を集中
させ、学びを深めるとと
もに、実践的な知識習得
のため品質管理検定受験
を目指すプログラムを構
築する。

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　BtoB（企業間取引）の
状況を把握することは難
しいが、登録企業等の数
を200まで増加させたこ
とで、情報量の拡充を図
るとともにものづくりの
魅力を発信するコンテン
ツの充実を図った。

　登録企業に対しあやス
マの掲載情報をプッシュ
型で送信するため、メー
ル一斉送信の仕組みを構
築し、運用を開始する。

・合同入社式、合同研修、フォロー研修を実施 359（千円）

　専門家による経営診断
を無料で受けられる企業
メリットをしっかりPRし
利活用を促進させる。
　また、伴奏型支援とし
て継続コンサルティング
の内容の拡充など、企業
ニーズにしっかり対応で
きる制度構築を図る。

　どの企業も現場改善へ
の取り組みは一定程度意
識が高いが、SDGSなどの
社会的価値の向上に対し
ては意識が低く、具体的
な取り組みまで誘導する
ことが難しい。

　サイトのＰＲはしてい
るが、当該サイトにアク
セスしてもらう仕掛けが
必要。

　市内企業が当該事業に
求めることを整理し、必
要な研修プログラムを提
供することが必要。

市内企業の受発注機会の拡大と、「あやせ工場プ
ロジェクト」の取り組みによるものづくりの魅力
を発信するため、綾瀬市工業データベースに代わ
る新たなポータルサイト「あやせ工場スマートナ
ビ」を活用します。

あやせ工場スマート
ナビ運営事業

工業 工業
振興

2 継続

継続3

工業振
興企業
誘致課

工業振
興企業
誘致課

工業振
興企業
誘致課

1 拡充
中小企業強靭化補助
金

市内企業が取り組む新たなビジネスモデルの構築
やデジタル化、生産性向上などの支援と併せ、社
会的価値を高め「選ばれる企業」を増やすため、
ＳＤＧｓの推進やカーボンニュートラルの実現に
向けた活動に取り組んでいる市内企業を積極的に
支援します。

工業 工業
振興

工業 工業
振興

中小製造企業の生産
性向上等に向けたコ
ンサルティング事業
の強化

中小企業診断士や支援機関職員が中小製造企業経
営者に経営状況等をヒアリングし、改善提案をす
るほか、生産性向上、デジタル化、省人化などの
助言を行うとともに、今後の経済情勢を踏まえ、
企業におけるＳＤＧｓやカーボンニュートラルへ
の取り組みの必要性を伝えます。

戦略PJ取り組みの展開
１

戦略PJ取り組みの展開２

30,000（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　サプライチェーンの最
適化により、付加価値の
高い製品を生産する体制
を構築した企業やシュミ
レーションや受注から見
積書発行までを一元管理
できるポータルサイトの
開発など、市内企業にお
けるデジタル化が進ん
だ。

　当該補助金による財政
支援をきっかけに、市内
企業の強靭化を図るとと
もに、市内企業へ波及さ
せるために、先進的な取
組はあやせ工場スマート
ナビで公開する。

ＳＴＥＰ１
展開の強化

ＳＴＥＰ１
展開の強化

・補助金の交付、市内企業が取り組んだ成功事例の周知

　経営計画を策定してい
ない企業における申請書
の精度が低く、計画性が
弱い。
　小規模事業者になるほ
ど、社会的価値を高める
取り組みに消極的であ
る。

　利益率の高い販路の開
拓が必要である。

　来場者の受入キャパシ
ティに余裕がある企業も
あったため、更なる来場
者を増やす取り組みが必
要である
　実行委員会の役割分担
が不明瞭なため、切り出
し（委託）を行う必要が
ある。

戦略稼2
技術力の向上
に向けた支援

ＳＴＥＰ１
新たな事業
展開への支

援

ＳＴＥＰ
３あやせ
工場の企
業力強化

「ものづく
りのまち綾
瀬」のブラ
ンド化促進

ＳＴＥＰ１
育成への支

援

・中小企業診断士、支援機関職員、市職員で市内企業を訪
問し経営診断を実施
・新規、前年度訪問企業のフォローアップ、企業のアドバ
イスニーズに応じた継続コンサルティング枠により企業支
援を実施

2,937（千円）

・受発注状況の把握、登録企業間情報の共有、ものづくり
の魅力発信に向けたコンテンツの更新

戦略稼2

技術力の向上
に向けた支援

ＳＴＥＰ１
新たな事業
展開への支

援

技術力の向上
に向けた支援

ＳＴＥＰ２
企業間連携

の支援

ＳＴＥＰ
３あやせ
工場の企
業力強化



稼ぐ３　あやせ農場プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1 農業
農業
振興

新規
農業振
興課

農産物利活用促進事業

処分していた規格外農産物の利活用を促進し、農
業者所得及び綾瀬産農産物の知名度向上と、民間
事業者と連携した加工品として特産品の開発につ
なげるため、出荷にかかる新たな労力に対する農
業者団体が要する費用の一部を助成します。

戦略稼3
稼ぐ農業の推

進

ＳＴＥＰ１
仕組みづく

り

・補助金の交付
・廃棄農産物の利活用
・綾瀬産農産物の販路拡大と知名度アップ

38（千円）
①規格外農産物の利活用を行う農業
者団体数

団体 ― 2 1 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

規格外の農産物は市場に
出荷するＡ品と比べて安
価で取引されるため、当
該補助金によって規格外
の農産物の生産及び出荷
に係る経費が補填され、
農業者の収益増につな
がった。

令和３・４年度は全農か
ながわによる農産物の加
工及び販売を想定してい
たが、規格外農産物の活
用をさらに進めるため新
たな加工業者や販売先の
確保が課題となる。

今年度、生産者より規格外
の人参の提供を受け、貴志
園がパンや製菓等の販売に
向けた試作を行ったところ
である。次年度は、人参に
限らず規格外の野菜を使用
した商品の製造及び販売に
向けた関係機関との調整を
行っていく。

2 農業
農業
振興

継続
農業振
興課

新規就農者の育成を支
援するサポーター農家
への支援

深刻化する農業の担い手不足の解消と本市への就
農に対する魅力向上を図るため、サポーター農家
制度を構築し、担い手を確保するための支援に要
する費用、1人当たり５０千円を助成します。

戦略稼3
農業への新規
参入の支援

ＳＴＥＰ２
営農活動の
持続に向け

た支援

・費用の助成
　補助対象者：サポーター農家
　補助要件：年間を通した就農前研修、就農後支援の実施
　補助金額：2人×50千円

0（千円） ①本市への新規就農者数 人 1(R3) 1 0(4年度0） 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

令和３年度にサポーター
農家によって支援を受け
た就農３年目の新規就農
者は、令和４年度も規模
を拡大しながら経営発展
に努めており、当該事業
による効果があったと判
断できる。

令和４年度はサポーター
農家の対象となる農業者
がいなかったことから未
達成となった。新規就農
者がいない場合当該補助
金を活用できないため、
新規就農者の確保が課題
である。

農業アカデミーと連携して
本市に就農を希望する学生
に関する情報を収集し、新
規就農者の確保及び必要に
応じてサポーター農家との
マッチングを行っていく。

①援農ボランティア受講者数 人 3(R3) 3 3 達成

②援農ボランティア派遣者数 人 400(R3) 450 303 未達成

4 農業
農地
保全

継続
農業委
員会事
務局

利用集積の拡大事業

農地の計画的な土地利用を推進するため、農作業
や農地の管理を任せたいという農地所有者と農地
を借りて経営規模を拡大したいという農業者の増
加を図り、利用集積を拡大します。

戦略稼3
農業への新規
参入の支援

ＳＴＥＰ１
サポート体
制の整備

・新たな耕作候補者を検討し対応
・遊休農地地権者に意向確認を実施

690（千円） ①利用集積数 件 84(R3) 79 69 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

新規の利用集積が17件と
一定数の成果を得た。今
後、遊休農地解消のた
め、2筆分（0.13ha）の
遊休農地を利用集積し
た。

利用集積制度のより一層
の周知を図り、市内農家
へ耕作農地拡大のための
支援策の検討や新規就農
者の確保を図り、市内
3.1haの遊休農地を解消
していく必要がある。

県や農業アカデミーと連携
して新規就農者を増やし、
新たな担い手として活躍し
てもらう。その際、遊休農
地を中心に利用集積を図
り、市内農地の遊休化を防
ぐ。

0（0％）

4（100％）

派遣要請は近年横ばいで
あり、利用する農家が固
定化している。また手続
きの煩雑化や援農ボラン
ティアの高齢化が課題で
ある。また、援農ボラン
ティア制度の運用方法を
今後検討していく必要が
ある。

事業数 4

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

農家の労働力不足の解消を図るため、援農ボラン
ティアが活動するために必要な基礎知識を習得す
る、養成講座を開催します。

戦略稼3
稼ぐ農業の推

進

ＳＴＥＰ１
仕組みづく

り

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

稼ぐ３　あやせ農場プロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「稼ぐ農業の推進」に紐づく事業の実施により、規格外農産物の利活用促進について「STEP1仕組みづくり」が開始された。今後は規格
外農産物の加工製品の販売先の確保や周知方法を検討すること。また、規格外農産物だけでなく、ブランド化や6次産業化による高付加価値化を検討して
いただきたい。
・「農業への新規参入の支援」について、新規参入者をサポートする農家に対する支援の取組はあるが、新規参入者への支援や就農希望者への情報提供
の取組や土地の集積等、「目指す姿」に向けて取組を進めていただきたい。

戦略PJ取り
組みの展開

１

・養成講座の開催 135（千円）

5件の農家から派遣要請
があり、農繁期に野菜の
定植や摘果、稲刈等の作
業を行うことで農家の労
働力不足解消につながっ
た。

養成講座の受講者ごとにボ
ランティアとして活動して
いくために必要な基礎知識
の習得状況に差があるた
め、養成講座修了のための
出席回数の要件を定めるな
ど、受講者が一定の知識・
技術を習得したうえでボラ
ンティア登録できるよう検
討していく。

3 継続
農家の労働力不足の解
消を目的とした援農ボ
ランティア養成事業

農業
農業
振興

農業振
興課



稼ぐ４　「ロケのまち　あやせ」ならでは観光プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

取り組みの
方向２

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

①商品開発支援数 件 1(R2) 3 2 未達成

②販売促進支援数 件 2(R2) 5 3 未達成

①創業補助金活用件数 件 1 1 0 未達成

②空き店舗活用補助金活用件数 件 1 1 1 達成

①ＷＥＢロケハンページの閲覧
数

件 ― 50 2676 達成

②ロケ決定件数 件 13(R1) 13 7 未達成

①事業による誘客数 人 35,000(R1) 35,000 17,000 未達成

②事業実施による直接的な消費
額

千円 7,210(R1 7,210 2,565 未達成

①リニューアルする事業の件数 件 ― 1 4 達成

②創出した事業の件数 件 ― 1 0 未達成

6
商

業・
観光

観光
振興

継続
商業観
光課

「菜速あやせコーン
堪能祭」事業

特色ある夏の観光を創出し、観光誘客と市内消費
の拡大を図るため、６月中旬～６月下旬のうちの
２週間程度（予定）の期間で、農商連携による
「菜速あやせコーン」を活用した料理や商品を提
供する店舗を巡るスタンプラリーを開催します。

戦略稼4
市内資源の観

光活用

ＳＴＥＰ１
連携体制の

構築

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

ＳＴＥＰ２
観光との連

携構築

・トウモロコシスタンプラリー（めぐるっとアプリ活
用）
　期間：6月下旬～7月上旬で2週間程度
・市内飲食店値引券付きトウモロコシもぎとり体験

145（千円） ①事業による市内消費額 千円 ― 650 200 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

人気の高い本市のトウモ
ロコシを観光資源とし
て、農業者と商業者が連
携活用することで、誘客
を促進し、更なるトウモ
ロコシの魅力発信ととも
に、市内消費の拡大へ繋
げることができた。

観光により更なる誘客を
促進していくためには、
他市との差別化を図り、
本市独自の特色ある観光
イベントとして打ち出し
ていく必要がある。その
中で農業者と商業者の両
者に事業趣旨を理解して
もらい、トウモロコシの
生産量増への対応など、
事業拡大に向けた十分な
協議が必要である。

特色ある夏の観光を創出
し、観光誘客と市内消費
の拡大を目指す中で、参
加店舗数を増やし、誘客
促進と域内消費の拡大を
図る。

7
商

業・
観光

観光
振興

継続
商業観
光課

分散型観光事業
（びゅ～っとあや
せ）

学生等の新たな視点を取り入れ、本市の地形や市
内に点在するロケ地看板等の他市にはない観光資
源を生かし、コロナ禍に対応できる「誰もが好き
な時間に自由に楽しめる分散型観光」の推進を図
るとともに、レンタサイクル等観光手段の研究を
進めます。

戦略稼4
市内資源の観

光活用

ＳＴＥＰ１
連携体制の

構築

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ２
観光との連

携構築

・分散型観光事業「びゅ～っとあやせ」　1か月開催
・レンタサイクルの研究

500（千円） ①市内消費額 千円 ― 600 653 達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

ツーリズム事業推進によ
り、市外からの誘客を促
進し、本市の知名度を向
上させるとともに、交流
人口の増加による経済効
果を得ることができた。

本事業は観光振興検討組
織「あやせプロモーショ
ンクラブ」が企画、運営
を行い実施しているが、
メンバーの会議への参加
が年々減少しており、ク
ラブの在り方について検
討する必要がある。また
インター開通による効果
を生かし、市外からの参
加者を増やすために、周
知方法を工夫する必要が
ある。

令和4年度の実施結果やこ
れまでの実施に伴い発生
した課題を踏まえて、市
内商店や飲食店と連携し
てさらに魅力的な事業を
目指し、誘客を促進及び
市内消費の拡大を図ると
ともに、観光アドバイ
ザーから助言をもらい、
事業のブラッシュアップ
を図る。

1（14％）

6（86％）

ＳＴＥＰ２
仕組みの定
着の促進

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ２
観光との連

携構築
・観光アドバイザーの招へい　4回

事業数 7

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

381（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

新型コロナウイルス感染
症の影響で、これまでは
多くのイベントが中止と
なっていたが、令和4年
度は各イベントを再開す
ることができ、観光アド
バイザーによる専門的な
知見を活かした助言によ
り、イベントの更なるブ
ラッシュアップを図るこ
とができた。

稼ぐ４　「ロケのまち　あやせ」ならでは観光プロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「魅力ある商店や飲食店づくりと観光連携」については、紐づく事業の実施により、「STEP1商店等の支援の強化」が進められているが、グルメ商品の開発や創業
支援について商工会とも連携を深めながら取り組みを進め、観光との連携につながるよう進めていただきたい。
・「ロケツーリズムの推進」については、紐づく事業の実施により、ＷＥＢロケハンサイトが公開され、「STEP1誘致体制の見直し」が進んだ。今後はサイト内の情報を充実させる
他、ロケ撮影やロケツーリズムによって市内企業にもメリットが生まれる取り組みについて検討すること。
・「市内資源の観光活用」については、紐づく事業の実施により、「STEP1連携体制の構築」が進んでいるが、各イベントは適宜実施方法を見直しながら行うこと。また、観光資源
の掘り起こしやグルメ商品の開発支援を行い、各イベントで魅力を発信し、交流人口増加につなげられるよう取り組みを進めること。

5
商

業・
観光

観光
振興

継続
商業観
光課

観光アドバイザー事
業

観光により地域経済を活性化させるため、旅行会
社など観光の専門的知見から、本市の特色を生か
した観光の創出や観光による市内消費拡大へ向け
た提案、助言等をもらい、既存事業のブラッシュ
アップとともに新たな観光事業を創出します。

戦略稼4
市内資源の観

光活用

・補助金の交付
・イベントの準備、開催

10,992（千円）

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

目標値の達成度は、新型
コロナウイルスに係るイ
ベントの規制が無い状況
を想定した数値の半分以
下となったが、3年振り
に開催し、一定の消費を
生み出し、市内商業の魅
力を伝えることができ
た。

新型コロナウイルスに係
るイベントの規制や、食
品衛生法に係る県条例の
改正による飲食店出店
ルールの強化などによ
り、調整に時間を要す
る。また、人員不足によ
りイベントの中身や周知
等に時間を十分に取るこ
とが困難になっている。

イベント実施のノウハウ
を持つ事業者に企画、設
営、運営を委託し、課題
を共有しながら、イベン
ト全体の質を向上し、来
場者にとって魅力的なイ
ベントへ進化させてい
く。

市内資源の観
光活用

ＳＴＥＰ１
連携体制の

構築

魅力ある商
店や飲食店
づくりと観

光連携

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

コロナウイルス感染症の
先行き不安の中で新規事
業の創出ができない状況
であり、また、既存事業
についても施策の方向性
や地域性によっては、調
整に時間を要することか
ら、提案を採用すること
が難しい案件もあり、ア
ドバイスの活用の仕方に
ついて工夫が求められて
いる。

R5年度は3か年計画の最終
年にあたるため、アドバ
イザーから受けた助言等
により、既存事業のブ
ラッシュアップを目指す
とともに、観光の専門的
な視点による市内消費の
拡大に向けた助言等によ
り、本市の特色を生かし
た地域経済の活性化へつ
ながる新規観光事業の創
出を検討する。

・ロケ登録地と掲載の調整
・ＷＥＢロケハンページ公開

0（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

撮影実績は目標を下回っ
たが、映画「さかなの
こ」との映画公開に合わ
せた映画制作者とのタイ
アップ事業など、本市の
知名度向上、市内への誘
客、消費に繋げることが
できた。

ロケ候補地以外にも映像
制作関係者のニーズに合
わせた情報掲載が必要で
ある。

戦略稼4
ロケツーリズ

ムの推進

ＳＴＥＰ１
誘致体制の

見直し

4
商

業・
観光

観光
振興

拡充
商業観
光課

光・食・文化の祭典
～Ayase Base side
Festival～

２年度に渡り中止となりました観光集客イベント
「光・食・文化の祭典～Ayase Base side
Festival～」を、リニューアルする光綾公園多目
的フィールドにおいて再開します。市内商業の活
性化を図るとともに、環境に配慮した事業の実施
に取り組みます。

戦略稼4

3
商

業・
観光

観光
振興

新規
商業観
光課

ＷＥＢロケハンペー
ジ構築事業

映像制作関係者の利便性を向上しロケ誘致を促進
するとともに、ロケハン業務の効率化を図るた
め、市ホームページ内に、映像制作関係者向けに
ロケ地を紹介する３６０°画像等を活用した専用
ページを構築します。

市内への創業や新たな出店にかかる費用の一部助成
・活力と魅力に満ちた綾瀬をつくる創業補助金
　補助率：1/2以内
　限度額：1,000千円
・空き店舗活用事業補助金
　補助率：1/2以内
　限度額：500千円

216（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

空き店舗活用補助金は申
請があった一方で、創業
補助金は申請がなかっ
た。創業補助金の実績に
直結しなかったが市内創
業等に向けての相談は5
件あり、創業意欲のある
前向きな創業者への意識
醸成に寄与することがで
きた。

市内での魅力ある店舗の創出を促進し、地域の活
性化を図るため、「活力と魅力に満ちた綾瀬をつ
くる創業補助金」と「空き店舗活用事業補助金」
の２つの補助金メニューを活用し、創業や新たな
出店にかかる費用の一部を助成します。

戦略稼4
魅力ある商店
や飲食店づく
りと観光連携

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

2
商

業・
観光

綾瀬ロケーションサービ
スサイト（ＷＥＢロケハ
ンページ）の充実を図る
ことにより映像制作者へ
のアプローチを強化する
と共に、撮影の際、必要
となるロケ弁等の事業者
の掘り起こしなど、市全
体でロケを支える仕組み
作りを進めていく。

商業
振興

継続
商業観
光課

魅力ある商店や飲食
店づくりへの支援事
業

296（千円）

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

新型コロナウイルス感染
症の影響をはじめ、昨今
の原油・原材料価格高騰
や、円安による物価高騰
の影響により厳しい経営
環境が続いている中、意
欲的に取り組む商業者を
支援し、魅力ある商品開
発や販売促進に繋げるこ
とができた。

新型コロナウイルス感染
症が売り上げに影響を与
える中、それらを契機と
捉え、新商品開発やテイ
クアウトへの対応など新
たな事業展開を図る事業
者がいる一方で、市内事
業者へのヒアリングで
は、感染症の影響が落ち
着くまで新たな事業展開
に対して消極的な意見が
多いことがKPI達成に影
響していると考えられ
る。

アフターコロナを見据
え、新たな事業展開の必
要性を商工会と連携し周
知を図ると共に、新商品
開発等に係る経済的負担
軽減を図るため、R3年度
から5年度までの3年間、
補助率を1/2から2/3へ引
上げ行う。また、光綾公
園ローズガーデンリ
ニューアルオープンに向
け、バラにちなんだ商品
開発支援を新たにメ
ニューに加え、来訪者に
向けた新たな土産品開発
を支援する。

意欲のある商業者を発掘
し、持続可能な事業計画
の立案から、資金調達、
創業後のアフターフォ
ローまで、伴走型の支援
が求められている。
また、補助金をはじめと
する支援施策について、
情報提供が行き届いてお
らず、情報発信方法につ
いて、見直しを検討する
必要がある。

商工会や金融機関と連携
し、補助金の周知を図る
と共に、創業支援実施計
画に基づき、創業支援を
継続し、より効果的な補
助メニューについて先進
市の事例について調査研
究を進めていく。

ＳＴＥＰ１
商店等の支
援の強化

市内商業者が行う商品開発や販売促進にかかる費用の
一部助成
・商品開発支援事業補助金
　補助率：2/3以内
　限度額：100千円
・販売促進事業補助金
　補助率：2/3以内
　限度額：100千円

1
商

業・
観光

商業
振興

継続
商業観
光課

グルメ商品、土産品
の開発支援事業

意欲ある市内商業者の事業活動への支援を強化
し、地域の活性化を図るため、市内商業者が行う
商品開発事業や販売促進事業に係る費用の一部を
助成します。

戦略稼4
魅力ある商店
や飲食店づく
りと観光連携

戦略PJ取り
組みの展開

１
戦略PJ取り組みの展開２



稼ぐ５　中心市街地魅力UPリニューアルプロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値
①・②
(R4)

実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

新規
公共資
産課

市役所周辺中心市街
地土地活用事業

市役所周辺中心市街地の魅力向上の取組みとし
て、旧消防本部エリア及び商業施設エリアへの商
業施設の誘致のため、公募によりプロポーザルを
実施し、本市の特色を生かした魅力ある商業地域
としての活用を推進します。

戦略稼5
中心市街地へ
の魅力ある商
業施設の誘致

ＳＴＥＰ１
魅力ある中
心市街地づ
くり①

・公募型プロポーザルの実施
・基本協定の締結

649（千円） ①工事進捗率 ％ ― 0 0 達成

Ａ 大きな効果が
あり、今後も更な
る効果が見込める
ことから拡充する

中心市街地の魅力向上の
ためのプロポーザルを実
施し、優先交渉権者との
基本協定を締結した。

今後の事業用定期借地権
契約の締結に向け、市に
不利益が被らないよう、
リーガルチェックについ
て弁護士との調整を図
り、事業者との対等な契
約締結を行う必要があ
る。

綾瀬市役所周辺中心市街
地土地活用事業に関する
基本協定に基づき、旧消
防本部庁舎跡地における
事業用定期借地権契約の
締結を行うとともに、年
度内に事業者が事業着手
するよう協議を進める。

①在り方（方針）等の
策定

％ ― 100 100 達成

②ＬＣＣ(ライフサイク
ルコスト)の検証

％ ― ― ― ―

２（１００％）

０（０％）

0（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

 「あやせの図書館を考
える会」での全５回の議
論を参考に、「これから
の綾瀬市立図書館の在り
方について（指針）」を
改定し、図書館の在り方
についての基本的な考え
方を明らかにした。

　図書館については、令
和５～６年度にかけて、
「図書館基本構想」を策
定し、再整備に向けて必
要な機能や施設規模感を
検討する。
　高齢者福祉会館につい
ては、上記検討を踏まえ
つつ当面の間は引き続き
開館していく。

　市民文化センター全体
での再整備ではなく、図
書館単体での再整備と
なったが、高齢者福祉会
館については、利用実績
や、憩の家への地域移行
などの方針を踏まえ、今
後の在り方を整理する必
要がある。

・在り方等方針の決定
市民文化センターの
再編

利便性等の向上と新たな交流を生み出す仕組みづ
くりを図るため、図書館を中心とした施設の在り
方を検討するための市民参加型組織を立ち上げ、
市民文化センターの再編を進めます。

戦略稼5
中心市街地の
利便性の向上

ＳＴＥＰ１
公共施設の
活用に向け
た検討

2
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

新規

生涯学
習課、
高齢介
護課、
公共資
産課

戦略PJ取り
組みの展開
１

事業数 2

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

稼ぐ５　中心市街地魅力UPリニューアルプロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「中心市街地への魅力ある商業施設の誘致」は、紐づく事業の実施により、消防本部庁舎跡地への商業施設の誘致が進ん
でおり、「STEP1魅力ある中心市街地づくり①」は進んでいる。
・令和3年度に実施した、事業者の意見を聞く市場調査（サウンディング調査）の結果により、新たに「綾瀬市中心市街地活性化の基本方針
及び再編方針」を定めており、商業施設と公共施設が融合する施設の整備を行わない等、取り組みの展開に変化が生じているが、「STEP2魅
力ある中心市街地づくり②」及び「中心市街地の利便性向上」に記載のある、商業施設と公共施設の連携の仕組みづくりについては、取り
組みを進めること。



支える１　アクティブ・シニア応援プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

①スマホ教室参加者数 人 ― 350 253 未達成

②教室参加者のうち、スマホを持っ
ていない人が、スマホを購入したい
と思う割合

％ ― 50 96 達成

①アクティブ・シニア応援窓口（就
労）でのマッチング件数

件 95(R2) 110 102 未達成

②アクティブ・シニア応援窓口（社
会参加）でのマッチング件数

件 206(R2) 200 9,620 達成

③出張窓口来場者数 人 ― 18,000 13,371 未達成

3 福祉

高齢
者福
祉と
社会
参加

継続
高齢介
護課

シルバー人材セン
ター運営補助金

市内在住の健康で働く意欲を持つ高齢者の就労機
会を提供するため、シルバー人材センターの運営
費の一部を助成します。

戦略支1
元気高齢者の
就労希望の実

現

ＳＴＥＰ１
就労支援の
普及拡大

・運営費を補助 18,027（千円） ①正会員数 人 626(R2) 636 619 未達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

高齢者の就業機会の増
大、生きがいの充実を
図った。

会員の減少が課題となっ
ている。

引き続き、シルバー人材
センターの運営費の一部
を助成し、市内在住の健
康で働く意欲を持つ高齢
者の就労機会を提供す
る。また、タウンヒルズ
に開設している窓口にお
いて、会員増加を図る。

０（０％）

３（１００％）

広報やポスター掲示を
行ったが、事業を知らな
い方が一定数いる。

就労支援において、就労
希望ニーズの高いホワイ
トカラー層の職種の求人
が少ない。

・アクティブ・シニア応援窓口・出張窓口の実施
・体験教室の実施
・スキルアップセミナー

10,416（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

①就労支援
ジョブスポットあやせと
連携し、個別カウンセリ
ング及び就労希望者の状
況に応じ、履歴書の書き
方、面接技法及びビジネ
スマナー等基本的事項の
習得の支援や、就労希望
者の能力並びに希望職種
等に合わせた求人先の開
拓を行ったことで、就労
へ結び付けることができ
た。
②社会参加
R4年度から窓口をタウン
ヒルズへ移設したことに
より、多くの方へ活動紹
介、マッチングすること
ができ、社会参加を促進
することができた。

引き続き、就労やボラン
ティア等、個人の希望に
沿った活動を紹介し、多
くのアクティブシニアが
活躍できるよう支援する
とともに、ホワイトカ
ラー層の求人開拓につい
ては、企業訪問の強化及
びジョブスポットあやせ
等の関係機関との定例的
な情報交換を行う。

福祉

高齢
者福
祉と
社会
参加

1 福祉 戦略支1

2

高齢介
護課

高齢介
護課

拡充

高齢
者福
祉と
社会
参加

高齢者の新たな社会参加促進とデジタルデバイド
の解消を図るため、民間企業と連携し、初心者向
けのスマホ教室を開催します。

新規
高齢者デジタル活用
支援事業

戦略PJ取り組みの展開
１

高齢者の社会参加促
進

病気やコロナ禍の自粛による心身の機能低下に負
けない元気な高齢者を増やすため、企業や団体と
のマッチング、アクティブ・シニア応援出張窓
口、体験教室の開催等の取組みを行います。

戦略支1

元気高齢者の
地域等での活
躍の場の創出

元気高齢者の
地域等での活
躍の場の創出

ＳＴＥＰ１
社会参加支
援の普及拡

大

ＳＴＥＰ
２交流の
場の形成

ＳＴＥＰ１
社会参加支
援の普及拡

大

・高齢者スマホ教室の実施 0（千円）

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

目標を達成できなかった
ものの、スマホ教室だけ
なく、個別ニーズに対応
したスマホ相談会を開催
したことで、よりデジタ
ル活用を促進できた。
※スマホ相談会参加者
数：76人

引く続き、スマホ活用を
希望する方が参加できる
ように、効果的な周知を
図りながら、スマホ教室
とスマホ相談会を開催す
る。

事業数 3

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

支える１　アクティブ・シニア応援プロジェクト　企画課評価

・「元気高齢者の就労希望の実現」における「STEP2 アプローチの拡充」に取り掛かる必要があり、シルバー人材センタ―への継続的な委託に限らず、市としても
積極的に就職に無関心な高齢者に対して働くことの魅力をアプローチし、現役を退いた後でも元気に働きたいと思える仕掛けづくりを進めること。
・「元気高齢者の地域等での活躍の場の創出」については、KPIが未達成のものはあるものの、本市のアクティブシニア応援窓口・出張窓口では一定の成果が見られ
ており、多くの高齢者が社会参加の場で多様な世代との交流を行うことができている。今後は、「STEP3 支えあいによる多様な活動の実現」に着手するため、サー
クル同士のつながりの後押しや、様々な活動に積極的な高齢者を中心に主体的な活動ができるような環境・仕組み作りを検討すること。



支える２　あやせ流健康習慣定着プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

①健診受診者の結果のデータ化及び
関係課へ情報共有

― ―
健診受診者の結果
のデータ化及び関
係課へ情報共有

4,049 達成

②介護予防事業の実施 ― ―
介護予防事業の実
施

実施 達成

2
健

康・
医療

健康
づく
り

継続

保険年
金課・
健康づ
くり推
進課

Withコロナ時代の健
康寿命延伸の取組み

40歳～74歳の方を対象に実施している重症化予防
のさらなる強化と、新たに75歳以上の方に対し血
糖値等の結果に基づき、生活習慣病の重症化予防
に取組みます。

戦略支2
健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な行
動習慣の仕
掛けづくり

・オンラインによる保健指導、メールを活用した健康相談
の実施
・個別の保健指導や訪問指導、場に出向いた健康講話の実
施

3,618（千円）
①高齢者の保険事業と介護予防の一
体的な事業に向けた取組みの完了

― ―
高齢者の保健事業
と介護予防の一体
的な事業実施

高齢者の保険事
業と介護予防の
一体的な事業に
向けた取組みの
完了

達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

日常生活圏域4圏域のう
ち、1圏域で事業を実施
した

3圏域が未実施
R5.4.1より実施圏域を1圏
域増やし、2圏域で実施

3
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

妊婦支援特別給付金
事業

令和3年3月23日時点で妊娠を継続している方、ま
た、令和3年3月23日から令和4年3月31日までの間
に妊娠届を提出された方に対し「妊婦支援特別給
付金」を支給します。
・助成金額：1回の妊娠につき3万円

戦略支2
健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な行
動習慣の仕
掛けづくり

ＳＴＥＰ
３健康的
な行動習
慣の定着

化

・妊婦支援特別給付金を支給 16,260（千円） ①妊娠届出に対する申請率 ％ ― 100 101.5 達成 ―

給付金の支給によりコロ
ナ禍において身体的・経
済的に不安を抱えている
妊婦に対し、安心して出
産できる環境を整えた。

― ―

R5.1.1より出産・子
育て応援事業が開始
されたことから、
R5.3月で本事業は終
了。評価において該
当するものがないた
め「－」

4
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

あやせ流健康習慣定
着プロジェクト（食
事編）

健康を意識した食事のとり方を定着させるため、
「健康的な食事・食環境」認証への取組みを進め
ます。

戦略支2
健康的な食習
慣の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な食
習慣の仕掛
けづくり

ＳＴＥＰ
２健康的
な食習慣
の展開拡

大

・ナッジ効果を応用した健康的な食習慣への誘導方法の検
討
・認証支援事業の説明及び協力飲食店募集
・認証に向けたメニュー助言や栄養価計算等支援

0（千円） ①活用店舗数 店舗 ― 3 1 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

　令和4年7月に1店舗認
証済。健康講座やホーム
ページ等で健康的な食事
ができる飲食店として啓
発した。

　認証制度に該当する店
舗が少なく、認証店舗を
継続的に維持、増やして
いくのは難しい。

令和5年2月に1店舗申請。
R5年夏に認証とし合計2店
舗。

5
健

康・
医療

健康
づく
り

継続
健康づ
くり推
進課

あやせ流健康習慣定
着プロジェクト（行
動変容編）

生活習慣の改善を図るため、3033運動の推進と健
康的な行動・食習慣が定着する仕組みづくりを構
築します。

戦略支2
健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ１
健康的な行
動習慣の仕
掛けづくり

・ナッジ効果を応用した健康的な行動習慣の普及 0（千円）
①ナッジ効果を応用した事業の仕掛
けづくりの構築

― ―
ナッジ効果を応用
した事業の実施：1
か所

1か所 達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

健康度見える化コーナー
に「適切な歩幅」の足型
シートを設置。健康機器
を利用する方や窓口に来
られた方が体験できる環
境を整えた。

より多くの方が体験でき
るよう、普及・啓発が必
要。

同シートの活用や市役所
ロビーでの動画を活用し
た事業の実施。

6
健

康・
医療

ス
ポー
ツ

継続
スポー
ツ課

ノルディック・
ウォーク普及事業

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るため、ノ
ルディック・ウォークの普及に向け、定期的な教
室の開催、ポールの貸出を行います。

戦略支2
健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ２
健康的な行
動習慣の展

開拡大

・ノルディック・ウォーク教室の開催、ポールの貸出 0（千円）
①ノルディック・ウォーク教室の定
員に対する参加率

％ 66.8(R1) 82.7 28.8 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

外出機会や生活習慣病の
予防が見込まれ、28.8％
の参加者であった。

参加者数の伸び悩み。
R4実施結果検証により固
定していた日にちを変更
する。

7
健

康・
医療

ス
ポー
ツ

継続
スポー
ツ課

ホームタウンチーム
ＳＣ相模原との連携
事業

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るととも
に、スポーツ振興を図るため、ホームタウンチー
ムＳＣ相模原のサッカー教室をはじめとする各種
スポーツ教室や、市民デーの開催、各種スポーツ
教室参加者の試合観戦を促進します。

戦略支2
健康的な行動
習慣及び運動

の定着化

ＳＴＥＰ２
健康的な行
動習慣の展

開拡大

・SC相模原ホームゲームにおける綾瀬市民デーの開催
・SC相模原によるサッカー教室の開催
・SC相模原公開練習の開催

0（千円）
①スポーツ教室の定員に対する参加
率

％ 35.3(R1) 50.1 25.8 未達成

Ｃ 効果はあった
が、方法や規模を
見直しながら継続
する

各種教室では25.8％の参
加率、小中学生無料観戦
事業では年３回実施。

試合観戦において参加者
が少ない。

周知時期や方法について
早い時期から幅広く行っ
ていく。

５（７１％）

２（２９％）

1,603（千円）

事業数 7

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

支える２　あやせ流健康習慣定着プロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「健康的な食習慣の定着化」については、引き続き市民に対して食生活改善等の周知を図るほか、「STEP3 健康的な食習慣の定着」に向けて、市
内学校と連携して調理実習を実施するなど、子どもや若者が家庭で健康的な食事を作るきっかけづくり等の仕組みづくりを検討すること。飲食店の「健康的な食
事・食環境」認証制度については、複数の基準に満たしている必要があり、直ぐに認証店舗を増加させることは厳しいが、飲食店のイメージアップにつながる等の
認証のメリットをしっかりと説明するほか、更新が必要な飲食店に対しても課題解決に向けたアドバイスをするなど、「STEP2、3」の実現に向けて取り組んでいた
だきたい。
・「健康的な行動習慣及び運動の定着化」については、ノルディック・ウォーク教室やスポーツ教室の実施により、運動の定着化は進んでおり、参加者の増加を図
る取組みとして平日から休日開催固定への変更や広報あやせやホームページに限らずチラシの配布を行っていることから十分な宣伝は行っていると考える。試合観
戦の参加者が少ない問題としては、ＳＣ相模原のファン層を増やすことが重要であり、ＳＣ相模原の地元での取組みの更なるサポートとイベントの提案を市として
も実施していただきたい。また、「STEP3 健康的な行動習慣の定着化」の更なる実現に向けて、ＶＲを活用したゲーム感覚での運動や、運動することでポイントが
貯まり商品券に交換できるなど、市民が自発的に運動したくなる仕組み作りを検討すること。

戦略PJ取り組みの展開
１

健康的な行動
習慣及び運動

の定着化
・後期高齢者健康診査結果を電子データ化

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

健診結果のデータ化によ
り、関係各課と情報共有
できた。

効率的に事業を実施が行
えるように、次年度以降
もデータ化を実施する体
制が整ったため終了

データ化の件数について
は健診の受診率に影響が
あるため、受診率向上を
含めた対策を実施をして
いく必要がある。

1
社会
保障

福祉

ＳＴＥＰ１
健康的な行
動習慣の仕
掛けづくり

戦略支2

効果的な保健事業と介護予防事業につなげるとと
もに、健康寿命の延伸を図るため、国民健康保険
連合会のシステムを活用し、後期高齢者健康診査
結果を電子データ化します。

後期高齢者健診結果
のデータ化

継続

地域包
括ケア
推進
課・保
険年金
課・健
康づく
り推進
課



支える３　大規模自然災害対策プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1 防災

防災
危機
管理
体制

新規
下水道
課

内水浸水想定区域図
作成事業

河川に繋がる水路などが溢れる内水被害の発生に
備え、被害の軽減や避難確保に役立ててもらうた
め、雨水施設や地形の調査を行い、内水被害が発
生した場合に想定される浸水区域やその深さを可
視化した、内水浸水想定区域図を作成します。

戦略支3
復旧・復興対

策の充実

ＳＴＥＰ１
復旧・復興
体制の整備

・内水浸水想定区域図を作成 37,917（千円） ①作成率 ％ ― 100 100 達成
Ｂ 相当程度の効果があ
り、今後も効果が見込まれ
ることから継続する

早期の避難につなげること
で市民の生命と財産を守
る。

順調に作業が進められ
た。

内水浸水想定区域図を防
災ハザードマップに掲載
することで、一層の被害
軽減や迅速かつ円滑な避
難に役立てる。

2 防災
防災
危機
管理
体制

継続

危機管
理課・
下水道
課

避難所のマンホール
トイレの整備

災害時に避難所となる学校において、災害時に使
用するマンホールトイレを設置します。

戦略支3
地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

・設置工事（1校あたりトイレ10基（男女各5基）設置予
定）
・管理備品（ポンプ・ホース）購入

73,631（千円） ①マンホールトイレの整備箇所
基／
校

15
15/15（落合小、綾北
中、春日台中）箇所

100 達成
Ｂ 相当程度の効果があ
り、今後も効果が見込まれ
ることから継続する

避難所の住環境が向上し、
また、防災訓練でマンホー
ルトイレの設営訓練を実施
したことで、市民の防災意
識向上につながった。

使用方法の周知を図って
いく必要がある。

防災訓練等に加え、ホー
ムページ等で広く周知を
図り、多くの市民が活用
できることを目指す。

3 防災
防災
危機
管理
体制

継続
危機管
理課

防災シンポジウム手
話通訳招へい

防災、減災意識の向上を目的に実施する、防災ア
ドバイザーによる講演を主とした「防災シンポジ
ウム」において、聴覚障がいを持った方でも深く
理解できるよう、手話通訳者を招へいします。

戦略支3
地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

・防災シンポジウムへ手話通訳者の招へい 9（千円） ①手話通釈者数 名 1 2 2 達成
Ｂ 相当程度の効果があ
り、今後も効果が見込まれ
ることから継続する

防災シンポジウムの内容を
聴覚障がいを持った方でも
理解いただけた。

より多くの市民に興味・
関心を持って来場しても
らう。

幅広い世代が参画しやす
い事業内容に見直しを図
り、手話通訳については
継続して実施する。

4 防災

災害
に強
いま
ちづ
くり

継続
下水道
課

下水道管施設（管
きょ終末処理場）の
耐震化

大規模な震災時においても衛生環境及び住環境の
維持ができるよう、下水道施設の耐震補強工事を
実施します。

戦略支3
地域の防災・
減災力の向上

ＳＴＥＰ１
市民等への
防災意識啓
発の強化

・管路施設（マンホール）の耐震補強
・終末処理施設の耐震補強

―（千円） ①工事箇所 ― ―

耐震補強工事予定（マン
ホール）の1箇所を完了
する
・終末処理場水処理施設
のうち、エアレーション
タンクの6池中4池の耐震
補強工事を完了する

― 未達成
Ｂ 相当程度の効果があ
り、今後も効果が見込まれ
ることから継続する

災害時における、処理機能
を保持することができる。
令和４年度は、国費の内示
率が12.98％と低く、未実
施。

―

施工計画に影響が及ばな
いよう国費の確保に努
め、計画的に下水道施設
の耐震補強工事を実施す
る。

３（75％）

１（25％）

事業数 4

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

支える３　大規模自然災害対策プロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「地域の防災・減災力の向上」に紐づく事業の実施により、「STEP１の市民等への防災意識啓発の強化」は順調に進んでいる。終末処
理施設の耐震補強工事については、施工計画に影響が及ばないよう引き続き国費の確保に努めること。
・「復旧・復興対策の充実」に紐づく事業の実施により、「STEP１の復旧・復興体制の整備」は順調に進んでいる。作成が完了した浸水想定区域図は、
市民生活にしっかりと浸透させる必要があるため、防災訓練の機会などを有効活用し普及啓発に努めること。また、災害廃棄物処理計画の運用等による
復旧・復興体制の整備も引き続き進めること。

戦略PJ取り
組みの展開

１



支える４　誰もが便利な移動手段強化プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

①補助申請件数 件 1(R2) 3 4 達成

②貸出用車両の利用件数 件 1(R2) 36 102 達成

2
都市
基盤

公共
交通
ネッ
ト
ワー
ク

継続
都市整
備課

市内公共交通（コ
ミュニティバス）の
見直しの取組み

市内公共交通（コミュニティバス）の再編に向
け、関係各課やバス事業者と連携して検討を進め
ます。

戦略支4
公共交通の利

便性向上

ＳＴＥＰ１
公共交通の

検証

・コミュニティバス再編方針（案）の策定
・自治会などの地域意見の把握

0（千円） ①事業進捗度 ― ―
・方針案の作成
・庁内交通連絡調整
会議の開催

・再編方針案の
作成
・庁内交通連絡
調整会議の開催

達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

　公共交通の利用実態、
コミュニティバスに対す
る意見等、本市の公共交
通に関する課題を整理す
ることで、今後の再編方
針を示すことができた。

　地域ごとの交通に対す
る課題は様々で、現状の
コミュニティバスの形態
だけで解決することは困
難なため、庁内関係課と
連携し、コミバスを含む
既存の公共交通と福祉輸
送の連携及び高齢化に対
応した移動手段の確保を
検討しなければならな
い。

　方針に基づき、運行経
路、運行時間、便数、民
業への影響等を整理し、
運行計画（素案）を作成
する。また、地域交通事
業者等に聞き取りを実施
し、新たな交通手段の導
入に向けた検討を行う。

3
都市
基盤

道路
ネッ
ト
ワー
ク

継続
道路整
備課

幹線道路等整備事業
安全安心でかつ利便性の高いまちづくりの実現を
図るため、道路ネットワークの構築を目指し、幹
線道路、地区幹線道路等を拡幅整備します。

戦略支4
公共交通の利

便性向上

ＳＴＥＰ１
公共交通の

検証

・深谷早川線整備事業（早川中央土地区画整理組合負担
金）

275,085（千円） ①道路整備進捗率 ％ 33.7(R3) 34.8 33.7 未達成

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

令和４年度は、幹線道路
等の工事を実施していな
いため、整備率は上がっ
ていないが、整備に必要
な用地を確保することが
できた。

道路整備を進めるために
は、拡幅用地を取得する
ための地権者の理解と協
力に加え、膨大な費用と
時間が必要となる。

・深谷早川線及び東山線
の工事を進めるととも
に、市道325号線の道路設
計等を進める。
・道路ネットワークの見
直しに着手する。

3（１００％）

０（０％）

事業数 3

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

支える４　誰もが便利な移動手段強化プロジェクト　企画課評価

・取り組みの方向「公共交通の利便性向上」については、コミュニティバスに係るアンケート調査の実施や公共交通の課題の整理により、再編方針案が作
成され、順調に「STEP1 公共法通の検証」が進んでおり、今後は、「STEP2 公共交通の再編」の実現に向け、令和5、6年度にバス事業者と運行経路、時
間、便数等の調整を行うことから、引き続き、移動困難者が生まれないような再編を進めること。
・また、「複合的な移動手段の展開」として、御殿場プレミアムアウトレット行の高速バス路線が運行することから、市外への移動が容易になり始める第
一歩であると考える。引き続き、市民が容易に遠距離移動ができるよう、他市との連携等を含め、調査・研究すること。
・「地域における移動手段の充実」については、「STEP1 実施体制の育成・支援」として、住民参加型移動支援団体へのサポートを実施しているところだ
が、アンケート結果や市の実情を踏まえ、福祉有償運送の拡大や乗り合いタクシー、シェアサイクルなど、市民にとって何が必要か、何が実現可能かを検
証し、「STEP2 取り組みの展開・拡大」として、綾瀬市に合致した新たな移動手段の実現に向けて取り組みを進めていただきたい。

現在事業を実施している
団体には、継続的な支援
を行う。また、事業へ参
加していない地域には住
民参加型移動支援団体や
福祉有償運送等の周知を
行うとともに、事業の拡
大へと繋がるよう支援す
る。

Ｂ 相当程度の効
果があり、今後も
効果が見込まれる
ことから継続する

団体に対する継続的な支
援により、貸出用車両の
利用件数増加に繋げるこ
とが出来た。

地域の移動困難者が安心
して暮らせるまちを目指
すためには、現在実施中
の地域以外にも拡大する
必要があり、それに伴う
担い手の人材育成も行う
必要がある。

戦略PJ取り
組みの展開

１

住民参加型移動支援団体や福祉有償運送等を行う
人材の育成と地域の移動困難者が安心して暮らせ
るまちを目指すため、貸出用車両のさらなる周知
や補助金制度の活用促進など、団体に対する継続
的支援を行います。

戦略支4 2,924（千円）1 福祉

地域
で支
え合
う福
祉活
動

継続
福祉団体育成事業
（地域における移動
手段の充実）

地域における
移動手段の充

実

ＳＴＥＰ１
実施体制の
育成・支援

・担い手養成講座の実施
・補助金制度の周知
・貸出用車両の周知

福祉総
務課



支える５　次世代につなげる公共施設改革プロジェクト（令和４年度総合計画（実施計画）効果検証　対象事業一覧）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

番号 政策 施策

事業状
況（R4
年度時
点）

所属 事業名 概要 戦略PJ
取り組みの方
向１

R4事業内容
決算額
（R4）

KPI①・② 単位 基準値
目標値①・②

(R4)
実績値
（R4）

達成状況
（R4）

評価 実施による効果・成果 実施による課題 次年度の取組方針 備考

1
自然
環境

環境
負荷
の低
減

新規
環境保
全課

公共施設等への太陽光
発電設備の導入調査

再生可能エネルギーの活用により、温室効果ガス
をより一層削減するため、公共施設等への太陽光
発電設備の導入に向けた調査を実施します。

戦略支5
公共施設マネ
ジメントの促

進

ＳＴＥＰ１第
１期アクショ
ンプランの推

進

・公共施設等への太陽光発電設備の導入調査 9,713（千円）
①設置可能な公共施
設等への太陽光発電
設備設置の進捗

― ― 導入計画の策定

導入の可否や優
先度、発電量
等、計画を策定
するにあたって
の課題、必要な
情報が明確に
なった。

未達成

Ｂ 相当程度の効果
があり、今後も効
果が見込まれるこ
とから継続する

 調査の結果、対象となる25施設
中15施設が、また11市有地中1市
有地での導入が可能となった。
また設置手法（自家設置もしく
はPPA）や初期投資費用などのビ
ジネスモデルが提示された。

　導入にあたっては公共
施設への防水や耐震を踏
まえた施工方法、施設メ
ンテナンス等施設管理上
の課題（屋上防水シート
等）を整理していく。

　施設管理課とヒアリング
を実施し、各施設の改修計
画を踏まえながら、効率的
に導入を進めるとともに、
8月改訂予定の地球温暖化
対策実行委計画事務事業編
に位置付けていく。

2
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

新規
公共資
産課

蓼川地区公共施設再編
事業

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減
と効率的な維持管理のため、北の台地区センター
を解体し、北の台地区センター跡地に北の台地区
センターと蓼川自治会館を複合したコミュニティ
供用施設を建設します。

戦略支5

基本方針に基
づく公共施設
の再編と質の

向上

ＳＴＥＰ１第
１期アクショ
ンプラン中期

・地質調査
・設計（解体・基本設計・実施設計）
・地元調整

14,220（千円） ①事業の進捗率 ％ ― 7.3 7.3 達成

Ａ 大きな効果があ
り、今後も更なる
効果が見込めるこ
とから拡充する

施設利用者や自治会、施設管理
者等の要望や意見を取り入れ、
公共施設マネジメントにおける
「縮充」の考えに基づき、利便
性や快適性の高い施設設計を完
了することができた。また、地
球温暖化対策の推進に関する法
律に基づく公共施設新築におけ
るZEB Readyの認証を取得した。

令和５年度から既存施設
の解体、新築工事が連続
して実施されることか
ら、周辺住民や周辺交通
に十分配慮した事業実施
が必要となる

令和５年度では、既存施設
の取壊に着手することか
ら、周辺住民への十分な説
明や家屋調査を実施し、安
全な事業実施を行えるよ
う、施工業者等との調整を
十分に図る。。

3
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

新規

障がい
福祉
課、公
共資産
課

もみの木園建替え事業

児童発達支援センター機能の充実を図るため、障
がい特性に応じた療育支援体制を整備するととも
に、必要な設備を備えた適切な規模の施設へ建替
えます。

戦略支5

基本方針に基
づく公共施設
の再編と質の

向上

ＳＴＥＰ１第
１期アクショ
ンプラン中期

・建替え工事基本実施設計
・園舎解体工事設計
・地質調査

14,017（千円） ①事業進捗率 ％ ― 6.3 6.3 達成

Ａ 大きな効果があ
り、今後も更なる
効果が見込めるこ
とから拡充する

施設管理者等の要望や意見を取
り入れた、療育支援体制の充実
を図る児童発達支援センターの
施設設計を完了した。また、地
球温暖化対策の推進に関する法
律に基づく公共施設新築におけ
るZEB Readyの認証を取得した。

令和５年度から仮設園舎
の建築を開始し、もみの
木園の機能移転後、速や
かに既存施設の取壊しを
行うとともに、新園舎の
建設を行う必要がある。

令和５年度では、仮設園舎
の建築を開始し、年度内の
完成を目指します。
（福祉部障がい福祉課所管
事業）

4
行政
経営

公共
施設
マネ
ジメ
ント

継続
公共資
産課

公共施設再編の推進

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減
と効率的な維持管理に資する公共施設マネジメン
ト推進の取組みとして、計画的な施設再編に向け
た財源確保のため、公共施設等総合管理基金に積
み立てを行います。

戦略支5
公共施設マネ
ジメントの促

進

ＳＴＥＰ１第
１期アクショ
ンプランの推

進

・将来の人口減少・少子高齢化や、公共施設に対する市民
ニーズの多様化を踏まえ、令和2年度に策定した「綾瀬市公
共施設再編計画」に基づき、市内公共施設の再編を進める
・計画的な施設再編に向けた財源確保のため、公共施設等総
合管理基金に積み立てを実施

2,550,052（千円） ①基金への積立率 ％ 6.4(R2) 19.8 108.97 達成

Ａ 大きな効果があ
り、今後も更なる
効果が見込めるこ
とから拡充する

令和１７年度までの積立目標と
している約２３億円を上回る基
金の積み立てができたが、将来
的な財政負担の軽減を図るとと
もに公共施設更新費用の平準化
を図るよう、引き続き基金の積
み立てを行う。あわせて、計画
的な基金の積み立てを超える基
金については、債権化を実施す
ることができた。

第１期アクションプラン
が令和７年度に終了する
ことから、第２期アク
ションプランの検討を開
始する必要がある。

「綾瀬市公共施設再編計
画」に基づき、引き続き
「市域施設」及び「地域施
設」の再編を推進する。ま
た、「公共施設等総合管理
基金」については、引き続
き計画的な基金の積み立て
や、決算における余剰金の
積み立てを行っていく。

３（７５％）

１（１５％）

戦略PJ取り組
みの展開１

事業数 4

達成事業数（％）

未達成事業数（％）

支える５　次世代につなげる公共施設改革プロジェクト　企画課評価

取り組みの方向「基本方針に基づく公共施設の再編と質の向上」は、地域施設の複合化や障がい児福祉施設の改修に向けた設計等が進められてお
り、複合施設への文化財展示機能の設置や学校施設の再編等についても検討が進められていることから、「STEP1第1期アクションプラン中期」は概
ね進められている。また、「公共施設マネジメントの促進」は、施設カルテの作成・公表により順調に進められている。
・しかし、中心市街地にある公共施設の検討については、図書館を除いた施設において検討が進んでいないことから、既存施設のリニューアルや、
公共施設と商業施設の連携の仕組みづくりについて検討を進め、更なる「公共施設マネジメントの促進」に取り組まれたい。


